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○ 経済財政運営と改革の基本方針2020

○ 成長戦略フォローアップ
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１．経済財政運営と改革の基本方針2020
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○ 感染症の下で新しい生活様式やビジネスが動き出している。デジタル化の活用をはじめ、動き始めた日本社会の進化を先取
りする変革を一気に進め、「新たな日常」の構築による「質」の高い経済社会の実現を目指す。こうした観点から、「経済再生なく
して財政健全化なし」との基本方針の下、2022年から団塊の世代が75歳になり始めることを踏まえ、骨太方針2018及び骨太方
針2019等に基づき、デジタル・ガバメントの加速などの優先課題の設定とメリハリの強化を行いつつ、経済・財政一体改革を推
進することとし、2020年末までに改革工程の具体化を図る。

〇 社会保障については、感染症対策により医療・介護システムの課題として認識された、柔軟で強靭な医療提供体制の構築、
デジタル化・オンライン化を実現する。世界に誇る国民皆保険を維持しつつ、社会保障制度について、基盤強化期間内から改
革を順次実行し、団塊の世代が75歳以上に入り始める2022年までに基盤強化を進めることを通じ、より持続可能なものとし、次
世代に継承する。

〇 経済・財政一体改革を推進するに当たり、エビデンスに裏付けられた効果的な政策やデータ収集等に予算を優先するなど、
EBPMの仕組みや予算の重点化、複数年にわたる取組等の予算編成との結びつきを強化することにより、ワイズペンディングを
徹底する。このため、広く国民各層の意識変革や行動変容につながる見える化、先進・優良事例の全国展開、インセンティブ改
革等を通じた財政の健全性の確保等につながる取組をEBPMと一体として推進するとともに、経済財政諮問会議の下、専門家
の知見を活用しつつ、EBPMの仕組みを強化する。また、EBPMの基盤であるデータの活用を加速するための戦略体制を整備
する。こうした取組の一環として、人々の満足度（well-being）を見える化し、分野ごとのKPIに反映する。

感染症拡大を踏まえた経済・財政一体改革の推進

経済財政運営と改革の基本方針2020【社会保障】（抜粋）

○ 関係府省庁はPHRの拡充を図るため、2021年に必要な法制上の対応を行い、2022年を目途に、マイナンバーカードを活用し
て、生まれてから職場等、生涯にわたる健康データを一覧性をもって提供できるよう取り組むとともに、当該データの医療・介護
研究等への活用の在り方について検討する。

マイナンバー制度の抜本的改善

○ 新しい生活様式の中、遠隔教育、オンライン及び電話による診療・服薬指導について、利用者を含めた多様な関係者の意見
を踏まえつつ、検証を進めていく。

〇 オンライン診療について、電子処方箋、オンライン服薬指導、薬剤配送によって、診察から薬剤の受取までオンラインで完結
する仕組みを構築する。

教育・医療等のオンライン化
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○ 現下の情勢を踏まえ、当面の最重要課題として、感染症の影響を踏まえ、新規感染者数の増大に十分対応することができる
医療提供体制に向けて万全の準備を進めておく必要がある。また、検査体制の強化、保健所の体制強化及びクラスター対策
の強化等に取り組むとともに、外出自粛下において再認識された日々の健康管理の重要性を踏まえ、エビデンスに基づく予防・
健康づくり、重症化予防の取組もより一層推進する。
今般の感染症に係る施策の実施状況等の分析・評価を踏まえつつ、その重要性が再認識された以下の取組をより一層推進
する。今般の診療報酬等の対応、病床・宿泊療養施設の確保状況、情報の利活用等の在り方を検証し、より迅速・柔軟に対応
できる医療提供体制を再構築する。骨太方針2018、骨太方針2019等の内容に沿って、社会保障制度の基盤強化を着実に進め、
人生100年時代に対応した社会保障制度を構築し、世界に冠たる国民皆保険・皆年金の維持、そして持続可能なものとして次
世代への継承を目指す。

①「新たな日常」に対応した医療提供体制の構築等

（柔軟かつ持続可能な医療提供体制の構築）

〇 感染症の次の大きな波も見据え、今までの経験で明らかになった医療提供体制等の課題に早急に対応する。都道府県が、
二次医療圏間の病床や検査能力等の把握と必要な調整を円滑に行えるようにするとともに、医療機関間での医療従事者協力
等を調整できる仕組みを構築する。加えて、都道府県を超えた病床や医療機器の利用、医療関係者の配置等を厚生労働大臣
が調整する仕組みを構築する。累次の診療報酬上の特例的な対応や新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等によ
る対策の効果を踏まえつつ、患者が安心して医療を受けられるよう、引き続き、医療機関・薬局の経営状況等も把握し、必要な
対応を検討し、実施する。また、本年の薬価調査を踏まえて行う2021年度の薬価改定については、骨太方針2018等の内容に
新型コロナウイルス感染症による影響も勘案して、十分に検討し、決定する。
感染症への対応の視点も含めて、質が高く効率的で持続可能な医療提供体制の整備を進めるため、可能な限り早期に工程
の具体化を図る。その際、地域医療構想調整会議における議論の活性化を図るとともに、データに基づく医療ニーズを踏まえ、
都道府県が適切なガバナンスの下、医療機能の分化・連携を推進する。
病院と診療所の機能分化・連携等を推進しつつ、かかりつけ機能の在り方を踏まえながら、かかりつけ医・かかりつけ歯科
医・かかりつけ薬剤師の普及を進める。

「新たな日常」に向けた社会保障の構築

経済財政運営と改革の基本方針2020【社会保障】（抜粋）
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（医療・介護分野におけるデータ利活用等の推進）

〇 感染症、災害、救急等の対応に万全を期すためにも、医療・介護分野におけるデータ利活用やオンライン化を加速し、PHRの
拡充も含めたデータヘルス改革を推進する。
被保険者番号の個人単位化とオンライン資格確認の導入のための「保健医療データプラットフォーム」を2020年度に本格運用
を開始するとともに、患者の保健医療情報を患者本人や全国の医療機関等で確認できる仕組みに関し、特定健診情報は2020
年度中に、レセプトに基づく薬剤情報については2021年度中に稼働させ、さらに手術等の情報についても2022年中に稼働させ
る。それ以外のデータ項目については、情報連携の必要性や費用対効果等を検証しつつ、技術動向等を踏まえ、2020年中を
目途にデータヘルス改革に関する工程を具体的する。医療分野の個人情報の保護と利活用の推進策を検討する。保険者の
データヘルス計画の標準化等の取組を推進する。本年３月の「審査支払機関改革における今後の取組」等に基づき、審査支払
システムや業務を整合的かつ効率的に機能させる等の改革を着実に進める。科学的介護・栄養の取組を一層推進する。
オンライン診療等の時限的措置の効果や課題等の検証について、受診者を含めた関係者の意見を聞きエビデンスを見える
化しつつ、オンライン診療や電子処方箋の発行に要するシステムの普及促進を含め、実施の際の適切なルールを検討する。電
子処方箋について、既存の仕組みを効率的に活用しつつ、2022年夏を目途に運用を開始する。医師による遠隔健康相談につ
いて、既存事業の検証を行いつつ、効果的な活用を図る。

②「新たな日常」に対応した予防・健康づくり、重症化予防の推進

〇 「新たな日常」に対応するため、熱中症対策に取り組むとともに糖尿病、循環器病などの生活習慣病や慢性腎臓病の予防・重
症化予防を多職種連携により一層推進する。新たな技術を活用した血液検査などの実用化も含め、負荷の低い健診に向けた
健診内容の見直し・簡素化等を前倒しするとともに、オンラインでの健康相談の活用を推進する。
かかりつけ医等が患者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつなげる取組についてモデル
事業を実施する。
細菌性やウイルス性の疾患の予防という観点も含め、口腔の健康と全身の健康の関連性を更に検証し、エビデンスの国民へ
の適切な情報提供、生涯を通じた歯科健診、フレイル対策・重症化予防にもつながる歯科医師、歯科衛生士による歯科口腔保
健の充実、歯科医療専門職間、医科歯科、介護、障害福祉関係機関との連携を推進し、歯科保健医療提供体制の構築と強化
に取り組む。
一般医薬品等の普及などによるセルフメディケーションを推進する。

「新たな日常」に向けた社会保障の構築

経済財政運営と改革の基本方針2020【社会保障】（抜粋）
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２．成長戦略フォローアップ
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○ マイナンバーカードを基盤とした安全・安心で利便性の高いデジタル社会と公平で効率的な行政の構築を目指し、「マイナン
バーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」（令和元年６月４日デジタル・ガバメント閣僚会議決定）及び
「デジタル・ガバメント実行計画」に基づき、マイナポイントを活用した消費活性化策、マイナンバーカードの健康保険証利用、マ
イナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等必要な施策を進める。

〇 デジタル・ガバメントの基盤となるマイナンバー制度について、行政手続をオンラインで完結させることを大原則として、国民に
とって使い勝手の良いものに作り変えるため、抜本的な対策を講ずる。

〇 PHRの拡充を図るため、2021年に必要な法制上の対応を行い、2022年を目途に、マイナンバーカードを活用して、生まれてか
らの職場等、生涯にわたる健康データを一覧性をもって提供できるよう取り組むとともに、当該データの医療・介護研究等への
活用の在り方について検討する。

マイナンバーカードの普及、利活用の促進等

成長戦略フォローアップ（抜粋）

○ 人生100年時代の安心の基盤である「健康」は、国民にその重要性が一層深く認識されるようになっており、全世代型社会保
障の構築に向けた改革を進めていくためにも、エビデンスに基づく予防・健康づくりの取組を促進する。

①人生100年時代を見据えた健康づくり、疾病・介護予防の推進
ア）疾病予防・健康づくりのインセンティブ措置の更なる強化

〇 国民健康保険の保険者に対する保険者努力支援制度について、2020年度中に、インセンティブ措置強化の影響分析等を行
うとともに、2021年度以降の各評価指標や配点について、成果指標の拡大や配分基準のメリハリを強化するなどの見直しを行
う。また、各保険者の点数獲得状況を公表する。

〇 健康保険組合等の予防・健康事業の取組状況に応じて後期高齢者支援金を加減算する制度について、2020年度中に保健事
業の効果や最大±10％と強化したインセンティブ措置の影響分析等を行うとともに、2021年度以降の加減算における対象範囲、
各評価指標や配点について、成果指標の拡大や配分基準のメリハリを強化する等の見直しを行う。また、2020年度中に各健康
保険組合等の後期高齢者支援金の加減算率について、新たに加算対象組合を公表することについても検討する。

〇 全国健康保険協会における予防・健康事業の取組状況に応じた都道府県支部毎の保険料率のインセンティブ措置について、
成果指標拡大や配分基準のメリハリ強化等を検討、2021年度中に一定の結論を得る。

疾病・介護の予防
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成長戦略フォローアップ（抜粋）

〇 後期高齢者医療広域連合の予防・健康事業の取組を強化する。予防・健康事業の取組状況に応じて配分される特別調整交
付金（保険者インセンティブ措置）について、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組状況等を踏まえた評価指標の
重点化や見直し等、インセンティブが強まる方策を検討し、2020年度中に一定の結論を得る。

〇 各評価指標や配点の見直しにおいては、各医療保険における被保険者の性質を考慮しつつ、予防・健康づくりの取組がより
一層強化されるよう、徹底したPDCAサイクルを通じ、配点のメリハリを強化するなどの適切な指標の見直しを行う。

疾病・介護の予防

〇 健康スコアリングレポートについて、健保組合や事業主への働きかけを強化するため、2021年度からは、現行の保険者単位
のレポートに加え、健保組合、国家公務員共済組合について事業主単位でも実施する。

〇 各企業等の健康経営の取組と成果が内外から適切に見える化・評価されるべく、2020年６月に取りまとめた「健康投資管理会
計ガイドライン」（令和２年６月12日「健康投資の見える化」検討委員会決定）を踏まえ、企業等の健康投資を更に促進するイン
センティブ措置の導入を見据え、資本市場等で活用可能な健康経営に係る情報開示の在り方等について、2020年度内を目途
に取りまとめる。

保険者と企業とが連携した健康づくり、健康経営、健康投資の促進

〇 保険者や地方公共団体等の予防健康事業における活用につなげるため、データ等を活用した予防・健康づくりの健康増進効
果等に関するエビデンスを確認・蓄積するための大規模実証を2020年夏頃から順次開始する。その結果を踏まえ、保険者等に
よる適切な予防・健康づくりのための取組の実施を促進する。

〇 一定の品質が確保されたヘルスケアサービスの流通構造の構築に向けた環境整備を進めるため、業界や業界横断の自主的
なガイドライン等の整備を支援し、2025年度までに1,000企業・団体等が使用することを実現する。

データ等を活用した予防・健康づくりの効果検証、民間予防・健康サービスの促進
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成長戦略フォローアップ（抜粋）

ア）健康・医療・介護サービス提供の基盤となるデータ利活用の推進
（オンライン資格確認等）

〇 医療保険の被保険者番号を個人単位化し、マイナンバーカードを健康保険証として利用できる「オンライン資格確認」の本格
運用を2021年３月から開始する。そのため、医療情報化支援基金を活用し、2020年８月から医療機関及び薬局のシステム整備
を着実に進め、2023年３月末までに概ね全ての医療機関及び薬局にシステムの導入を目指す。

〇 レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）や介護保険総合データベース（介護DB）等の医療・介護情報の連結精度
向上のため、オンライン資格確認等システムを基盤として、社会保険診療報酬支払基金等が被保険者番号の履歴を活用し、正
確な連結に必要な情報を安全性を担保しつつ提供できるようにする等の内容を盛り込んだ地域共生社会の実現のための社会
福祉法等の一部を改正する法律の施行に向けて必要な対応を行い、2021年度からの運用開始を目指す。

（医療機関等における健康・医療情報の連携・活用）

〇 レセプトに基づく薬剤情報や特定健診情報といった患者の保健医療情報を全国の医療機関等が確認できる仕組みについて
は、2021年３月から特定健診等情報、10月から薬剤情報を確認できるようにする。さらに、手術の情報など対象となる情報を拡
大し、2022年夏を目途に確認できるようにする。

〇 医療情報化支援基金の活用等により、技術動向を踏まえた電子カルテの標準化や中小規模の医療機関を含めた電子カルテ
の導入を促進するため、2020年度中に具体的な方策について結論を得る。

〇 処方箋の電子化について、2020年４月に改定を行ったガイドラインの内容を周知するとともに、電子化に向けて必要な環境整
備を2020年度中に開始し、2022年度から環境整備を踏まえた実施を行う。

（医療・介護情報の連携・活用）

〇 ICTを活用した医療・介護連携を進めるため、医療機関と介護事業所間において、入退院時に患者の医療・介護情報を共有
する標準仕様の作成を進めるとともに、その他の医療・介護連携の必要性やICT活用の可能性等について、2020年度中に検討
し、結論を得る。

技術革新等を活用した効果的・効率的な医療・福祉サービスの確保
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成長戦略フォローアップ（抜粋）

（PHRの推進）

〇 個人の健診や服薬履歴等を本人や家族が一元的に把握し、日常生活改善や必要に応じた受診、医療現場での正確なコミュ
ニケーションに役立てるため、PHR（Personal Health Record）を引き続き推進する。

〇 マイナポータル等を通じた個人へのデータ提供については、2020年6月から乳幼児健診等情報を開始するとともに、2021年３
月から特定健診等情報を、2021年10月から薬剤情報をそれぞれ開始することを目指す。その他の健診・検診情報については、
2020年夏に策定する工程表に基づいた必要な法令の整備や地方公共団体等への支援など、実現に向けた環境整備を行い、
2022年を目途に電子化・標準化された形での提供の開始を目指す。

〇 民間事業者等によるPHRのデータ利活用については、マイナポータル等のAPI連携や民間事業者に必要なルールの在り方等
を2020年度目途に策定し、同サービスの普及展開を図る。

（健康・医療・介護情報のビッグデータとしての活用）

〇 NDBや介護DBの連結解析を2020年10月から本格稼働し、行政・研究者・民間事業者等の利活用を可能とする。

〇 「健康・医療戦略」（令和２年３月27日閣議決定）を踏まえ、次世代医療基盤法の下、広報・啓発による国民の理解増進と幅広
い主体による医療分野の研究開発への匿名加工医療情報の利活用を推進する。

イ）ICT、ロボット、AI等の医療・介護現場での技術活用の促進
（オンライン医療の推進）

〇 関係学会や事業者等とも協力し、オンライン診療の安全性・有効性に係るデータの収集、事例の実態把握を進めるとともに、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた時限的措置の検証を行い、それらの結果等に基づき、オンライン診療の適切
な実施に向けたガイドラインを定期的に見直す。

〇 次期診療報酬改定に向けて、オンライン診療料の普及状況を調査・検証し、安全性・有効性が確認された疾患については、オ
ンライン診療料の対象に追加することを検討する。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた時限的措置の検証
を行い、その結果等に基づき、オンライン診療料の見直し等を検討する。さらに、オンライン診療の実施方法や実施体制等の要
件についても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた時限的措置の検証結果等に基づき、オンライン診療の適切な
普及・促進に向けて必要な見直しを行う。

技術革新等を活用した効果的・効率的な医療・福祉サービスの確保
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成長戦略フォローアップ（抜粋）

〇 オンライン診療を含む遠隔医療に関し、ICTの進展を踏まえた技術的検証と新たなモデル構築に向けた実証を実施し、安全か
つ効果的な遠隔医療の普及展開を図る。遠隔医療を支えるシステムとして、個人の健康状態等を経時的に非対面・遠隔でも確
認できるシステムの開発・普及を促進する。また、遠隔にいる医師でないと実施が困難な手術等への対応を進めるため、高性
能・高精度の機器開発と、そうした機器利用の前提となる大容量かつ超低遅延な通信環境整備を促進する。

〇 オンライン服薬指導については、2020年９月より施行される医薬品医療機器等法によるオンライン服薬指導の実施状況や、
今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえた時限的、特例的な措置の対応状況を踏まえ、必要に応じて検討を行
うとともに、2020年度診療報酬改定で新設したオンライン服薬指導に係る評価の検証を行う。

技術革新等を活用した効果的・効率的な医療・福祉サービスの確保
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